
個人情報保護方針（プライバシーポリシー） 

 

 

INSEG 協同組合（以下「当組合」という）は、個人情報の保護に関する法律第 1条の目的「個人情

報の適切かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活

の実現に資するものであることその他個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護す

ることを目的とする」に則り、個人情報を、個人の人格尊重の理念の下に慎重かつ適切に取扱いま

す。 

当組合は信頼される組合であり続けるために、以下のとおり個人情報保護方針を定め、役員・職員

一同、個人情報の保護に関する法令及び当組合の個人情報保護に関する規定等を遵守して、個

人情報を適切に取扱うことをここに宣言致します。 

 

 

１．個人情報の定義 

この個人情報保護方針（プライバシーポリシー）で「個人情報」とは、*１生存する個人（国内・国外に

居住する外国人を含む）に関し、特定の個人を識別することができる以下の情報をいう。 

      *１原則として生存する個人の情報を指しますが、例外として、死者に関する情報が、同時に遺族等の生存 

する個人に関する情報でもある場合には、当該生存する個人に関する情報とみなします。以下の 

(1)、(3)、(6)以外については、本人の氏名を組み合わせることにより、特定の個人を識別できるものに限 

り個人情報とみなします。 

  

（1）氏名 

（2）生年月日、連絡先(住所・電話番号・メールアドレス)、会社における職位等に関する情報 

（3）防犯カメラに記録された情報等、*２本人が判別できる明瞭な映像情報（SNS に投稿された画  

像・動画・写真等を含む） 

       *２本人が判別できない不明瞭な映像情報は個人情報とみなさない。 

（4）雇用管理情報、組合員情報、技能実習生等情報（職員名簿・役員名簿・*３組合員名簿・技能 

実習生名簿・建設/造船就労者名簿・履歴書・職員を評価した情報等、個人情報データベース 

等に含まれる個人情報を含む。）  

*３組合員名簿については、氏名の箇所のみ個人情報とみなします。 

（5）官報、電話帳、職員録、有価証券報告書、新聞、Web ページ、SNS等で公にされている特定 

の個人を識別できる情報（本人の氏名等） 

（6）個人識別符号が含まれるもの 

  １．身体の一部の特徴を電子計算機のために変換した符号 

         a   細胞から採取されたデオキシリボ核酸（DNA）を構成する塩基の配列 

          b   顔の骨格、皮膚の色、目、鼻、口その他の顔の部位の位置及び形状によって定める 

容貌 

          c   虹彩の表面の起伏により形成される線状の模様 



          d   発声の際の声帯の振動、声紋の開閉並びに声道の形状及びその変化 

          e   歩行の際の姿勢及び両腕の動作、歩幅その他の歩行の態様 

          f   手のひら又は手の甲若しくは指の皮下の静脈の分岐及び端点によって定まるその 

静脈の形状 

          g   指紋又は掌紋 

  ２．サービス利用や書類において対象者ごとに割り振られる符号 

   パスポート番号、基礎年金番号、運転免許証番号、住民票コード、個人番号（マイナンバ 

ー）、在留カード番号、特別永住者証明書番号、雇用保険被保険者証番号、その他証明書 

の文字、番号、記号その他の符号（国民健康保険被保険者証、健康保険被保険者証、後期 

高齢者医療被保険者証、介護保険被保険者証等） 

（7）要配慮個人情報 

  人種、信条、社会的身分、*４病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実（刑事事件に関す 

る手続きに着手されたもの）その他ご本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じな 

いようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述等が含まれる情報 

*４「病歴」とは、病気に罹患した経歴を意味するもので、特定の病歴を示した部分（例：特定の個人ががん 

に罹患している、統合失調症を患っている等）が該当します。 

          「犯罪の経歴」とは、前科、すなわち有罪の判決を受け、これが確定した事実が該当します。 

*４－２ 病歴に準ずるもの 

障害（身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害を含む。）、健 

康診断の結果、健康診断の結果に基づく医師による保健指導、診療、調剤 

*４－３ 犯罪の経歴に準ずるもの 

本人を被疑者又は被告人として、逮捕、 捜索、差押え、勾留、公訴の提起その他の 刑事事件に関 

する手続が行われたこと、本人を非行少年又はその疑いのある者 として、調査、観護の措置、審判、保 

護処分その他の少年の保護事件に関する手続が行われたこと 

 

なお、企業の財務情報等、法人等の団体そのものに関する情報（役員・従業員等に関する情報は

除く）は、個人情報に該当しません。 

  

 

 

２．個人情報の取得と利用目的 

当組合を通じての実習実施者への求職時や当組合の事業利用申し込み時等に、適法かつ公正

な手段により、業務の遂行上必要な限りにおいて、履歴書・組合加入申込書・求人票等の書面上

等において個人情報を取得し、以下の職員等の労務管理等や技能実習生等の監理事業等の目

的のため、業務の遂行上必要な限りにおいて、個人情報を利用させていただきます。 

これにより「個人情報の利用目的をできる限り特定し、あらかじめ公表している」こととさせていただ

きます。 

 



（1）組合員や入国管理局等国の機関、中小企業団体中央会、外国にある第三者、その他関係機 

関への連絡・各種資料等の送付 

（2）組合員や入国管理局等国の機関、中小企業団体中央会、外国にある第三者、その他関係機 

関からの問い合わせ等に対する回答 

（3）組合加入希望者からの組合加入申込や組合員からの外国人技能実習生、外国人建設・造船 

就労者の求人申込への対応 

（4）外国人技能実習生や外国人建設・造船就労者が日本国内へ入国・在留するための適正監理 

計画認定、在留資格認定、技能実習 2号（3 号）移行希望申請、在留資格変更、在留期間更 

新、技能評価試験受験等の入国管理局等国の機関、中小企業団体中央会、その他関係機関 

への申請、その他入国管理局等国の機関その他関係各機関からの巡回指導、実態調査、ア 

ンケート等への対応 

（5）実習実施者への訪問指導や監査実施等ならびに外国人技能実習生や外国人建設・造船就

労者からの相談等対応 

（6）組合員への当組合事業に限定してのサービス等提供 

（7）役員や職員等の労務管理・各種保険の手続き・健康診断の手続き、緊急連絡等に必要な範囲

内での利用 

（8）その他当組合の事業に関し、個人情報保護法等法令に違反しない合理的な利用目的の範囲

内での利用 

 

要配慮個人情報（人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その

他ご本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を

要するものとして政令で定める記述等が含まれる個人情報）については原則取得いたしません。 

 

 

利用目的の特定や公表に係らず、以下の場合を除き、ご本人の同意を得なければ要配慮個人情

報を取得致しません。もし要配慮個人情報を取得した場合は、特に慎重に取り扱います。 

 

（1）取得手続きが法定されている等、法令に基づく場合 

（2）緊急搬送された人間について他者に病歴を照会する等、人の生命、身体又は財産の保護の 

ために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき 

（3）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人 

に同意を得ることが困難であるとき 

（4）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること 

に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支 

障を及ぼすおそれがあるとき 

（5）要配慮個人情報が、ご本人、国の機関、地方公共団体や個人情報保護法上の義務の適用を 

受けない者（報道機関、著述を業として行う者、大学その他の学術研究を目的とする機関若し 

くは団体、宗教団体、政治団体）等により公開されている場合 



 

当組合は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を有すると合理的に認め

られる範囲を超えて行いません。 

当組合が監理する技能実習生等のマイナンバー（個人番号）については、当組合が取得・利用・

保管することは一切ありません。 

 

３．個人情報の適切な管理 

個人情報の紛失、破損、改ざん及び漏洩等を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講

じて、適正に保護管理します。 

個人データに関しては、利用目的の達成に必要な範囲内において、正確かつ最新の内容に保

ち、不要になったときは消去するよう努めます。 

当組合の役員、職員等（アルバイト等も含む）、若しくは役員、職員等であった者は、正当な理由な

く、その業務に関して知ることができた個人情報のみならず、秘密も含め、漏洩し、又は盗用しませ

ん。 

なお、ご本人が自ら個人情報を公開した場合や、Ｅメールやウェブサイト上での入力ミス等を原因と

して個人情報が漏れた場合など、当組合の責任外での個人情報の紛失、破壊、改ざん、漏洩など

に関しましては、当組合では責任を負いかねますのでご注意ください。 

特にマイナンバーは、給与の源泉徴収票作成事務や健康保険・厚生年金届出事務を処理する目

的等、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 19条で限定

的に明記された場合を除き、原則として、第三者へ提供することが法律で禁止されています。 

 

 

４．個人情報の第三者提供 

当組合から、ご本人から同意を得た上、上記利用目的の達成に必要な範囲内において、*５本人に

代わって、外国の第三者を含む第三者に提供する*６個人データの項目・提供の手段または方法

については、以下のとおりです。 

      *５本人に代わって個人データを提供する場合以外には、第三者提供の事実を記録する必要があります。 

*６個人データとは次のものを指す。 

        ①特定の個人情報をコンピュータを用いて、ソート等で検索することができるように体系的に構成した、個 

人情報を含む情報の集合物 

        ②コンピュータを用いていない場合であっても、カルテ等、紙面で処理した個人情報を一定の規則（例え 

ば、五十音順、年月日順等）に従って整理・分類し、特定の個人情報を容易に検索することができるよ 

う、目次、索引、符号等を付し、他人によっても容易に検索可能な状態に置いているもの 

 

提供先は、主に外国人技能実習生等関係機関であり、国の機関では法務省入国管理局、厚生労

働省、国土交通省、その他外国人技能実習機構、公益財団法人国際研修協力機構、外国人技

能実習生の技能評価試験実施機関、外国の技能実習生等送出機関等です。 

（国の機関は個人情報保護法のいう第三者には該当しませんが、念のため記載しています） 



個人データについては、本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提

供を停止することとしています。 

（1）第三者に提供される技能実習生や建設・造船就労者の個人データ項目 

氏名、生年月日、住所、職業、国籍、現に有する在留資格、在留期限、出入国歴、在日

親族、配偶者の有無、パスポート番号、在留カード番号、学歴、職歴、電話番号、その他

入国・在留に必要な最低限の情報 

（2）第三者に提供される組合員の個人データ項目 

法人名、代表者名、電話番号、ファクス番号、メールアドレス、住所、資本金、設立年月 

日、業種、主要製品、担当部署、担当者名、技能実習指導員名、技能実習指導員・生活 

指導員・管理指導員の経歴、生活指導員名、技能実習責任者名、パスポート番号（外国 

人技能実習生候補者を現地で面接する場合）、その他当組合の事業利用に必要な最低 

限の情報 

（3）提供の手段または方法 

個人データ項目が記載された文書や画像等をプリントアウトし、郵送、手渡し、ファクス、ま 

たは E メールにて提供する。電話により個人データをお伝えすることもあります。 

（4）本人の求めを受け付ける方法 

下部に記載の当組合連絡先までご連絡ください。速やかに第三者への提供を停止させて  

いただきますが、その場合、提供を停止することで入国管理局等国の機関等への各種申 

請等が滞る等、組合員や技能実習生等に不利益が生じることがあります。 

      

  

ただし、以下の場合はご本人の同意を得ずに個人情報を第三者へ開示、提供することがありま

す。 

（1）個人情報保護法以外の他の法令に基づく場合 

（2）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが 

困難であるとき 

（3）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人 

に同意を得ることが困難であるとき 

（4）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行すること 

に対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支 

障を及ぼすおそれがあるとき。 

 

 

５．個人情報の開示・訂正・消去および苦情・問い合わせ 

ご本人又はその代理人から、*７保有個人データの開示・訂正・消去等の要請があった場合に、遅

滞なく適正に対応します。 また、個人情報に関する苦情・問い合わせ等があった場合は、誠実か

つ迅速な対応に努めます。保有個人データの開示・訂正・消去等及び苦情・お問い合わせについ

ては、下部に記載の当組合本部個人情報管理責任者へご連絡ください。 



ただし、保有個人データを開示することにより、次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部

又は一部を開示しないこととさせていただくことがあります。開示しない旨の決定をしたときは、本人

に対し、遅滞なくその旨を通知します。 

(1) 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) 当組合の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

(3) 他の法令に違反することとなる場合 

 

また、保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合、その他の利用停止等を行うこと

が困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるとき

は、利用停止を行わないことがあります。利用停止等をしない旨の決定をしたときは、本人に対し、

遅滞なくその旨を通知します。 

  

保有個人データの開示・訂正・消去等のご要望の際は、慎重を期すため原則として写真付きの証

明書（運転免許証、パスポート、在留カード、個人番号カード等）により本人確認をさせていただき

ます。なお、個人番号カードをご提示いただく場合は、個人番号の記載が無い表面のみご提示く

ださい。 

 

*７保有個人データとは次のものを指す 

当組合に開示等の権限がある個人データ（6 カ月以内に消去するものを除く） 

 

 

６．法令・規範等の遵守 

当組合の役員・職員一同は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法令等

を順守すると共に、組織内教育を実施します。また、個人情報を適正に管理するため、防犯設備

の導入、個人情報保護に関する教育等による秘密を守るために必要な措置を講じ、個人情報管

理体制の改善に努めてまいります。 

  

令和２年８月 1日 制定 

 

INSEG協同組合  

〒260-0013 千葉県千葉市中央区中央３－３－１ フジモト第一生命ビル３F  

TEL：043-301-2111   

 

個人情報管理責任者 上坊孝次 

 


